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令和６年度長崎県公営企業会計 

決算審査意見書の提出について  

 

 地方公営企業法第 30 条第２項の規定に基づき、審査に付された令和６年度

長崎県公営企業会計決算及び附属書類について、その審査を終了したので、

別添のとおり意見書を提出します。 
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令和６年度 長崎県公営企業会計決算審査意見書

第１ 審査の概要

１ 審査の基準

長崎県監査基準に準拠して実施

２ 審査の種類

決算審査（地方公営企業法第30条第２項）

３ 審査の対象

令和６年度 長崎県交通事業会計

令和６年度 長崎県流域下水道事業会計

４ 審査の着眼点

（１）決算その他関係書類は法令に適合し、かつ正確であるか。

（２）常に企業の経済性を発揮し、本来の目的である公共の福祉を増進するよう運営

されているか。

５ 審査の実施内容

審査に付された決算書及び関係書類について、諸帳簿及び証拠書類を照合し、

関係者に質問等を行うとともに、別途実施した定期監査及び例月出納検査の結果も

踏まえて、慎重に審査を実施した。

第２ 審査の結果

１ 審査意見

審査に付された決算書等について、決算計数はいずれも正確であり、企業の経営

成績及び財政状態を適正に表示していると認められた。

また、事業の運営及び財務会計事務においては、一部に是正又は改善すべき事項

があったものの、おおむね適正に行われているものと認められた。

事業会計ごとの審査意見については、以下に述べるとおり。
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(1) 長崎県交通事業会計

ア 総括意見

交通事業においては、地域に必要な生活交通を確保するための乗合バス事業や高

速・貸切バス事業等を行っている。

令和６年度の経営成績は、総収益52億7,408万円、総費用51億491万円、純損益

１億6,917万円で、前年度に比べ増収減益となり、令和４年度以降、単年度収支は黒

字を維持している。なお、前年度からの繰越欠損金は３億1,295万円、当年度末現在

の未処理欠損金は１億4,378万円となっており、前年度に比べ１億6,917万円改善して

いる。

改善の要因として、長崎県交通局経営計画に沿った、長崎自動車株式会社（長崎

バス）との共同経営方式による路線バスの再編、子会社である長崎県央バス株式会社

の交通局への統合、営業所再編による効率化の実施や、貸切バスの運賃改定等による

増収などが挙げられる。

バス利用客数が回復傾向にあり、営業収益が増加した一方で、処遇改善に伴う人

件費の増加や、車両及び軽油価格における物価高騰の影響が顕著であるなか、バス運

転士の確保や車両の更新が課題となっていることから、そのための財源となる運賃収

入の増を図ることを含めて、引き続き後期５か年行動計画に沿って着実に経営改善に

努めていく必要がある。

イ 経営成績

金 額 Ａ
対 営 業
収益比率

金 額 Ｂ
対 営 業
収益比率

  金　　額
 Ｃ＝Ａ－Ｂ

Ｃ／Ｂ

円 ％ 円 ％ 円 ％

① 4,211,608,841 100.0 3,953,351,865 100.0 258,256,976 6.5

② 5,015,500,185 119.1 4,753,232,329 120.2 262,267,856 5.5

営 業 損 益 ③ △ 803,891,344 △ 19.1 △ 799,880,464 △ 20.2 △ 4,010,880 △ 0.5

④ 993,641,003 23.6 1,008,105,941 25.5 △ 14,464,938 △ 1.4

⑤ 13,973,160 0.3 24,877,222 0.6 △ 10,904,062 △ 43.8

経 常 損 益 ⑥ 175,776,499 4.2 183,348,255 4.6 △ 7,571,756 △ 4.1

⑦ 68,829,591 1.6 224,494,551 5.7 △ 155,664,960 △ 69.3

⑧ 75,435,330 1.8 64,984,152 1.6 10,451,178 16.1

純 損 益 ⑨ 169,170,760 4.0 342,858,654 8.7 △ 173,687,894 △ 50.7

5,274,079,435 125.2 5,185,952,357 131.2 88,127,078 1.7

5,104,908,675 121.2 4,843,093,703 122.5 261,814,972 5.4

前年度繰越欠損金 312,947,063 － 655,805,717 － △ 342,858,654 △ 52.3

当年度未処理欠損金 143,776,303 － 312,947,063 － △ 169,170,760 △ 54.1

営 業 費 用

　　　　　　年　度
　区　分

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 対 前 年 度 比 較

営 業 収 益

　　(⑥＋⑦－⑧)

総収益　①＋④＋⑦

総費用　②＋⑤＋⑧

　　　(①－②)

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

　　(③＋④－⑤)

特 別 利 益

特 別 損 失
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(ｱ) 営業損益

営業収益は42億1,161万円で、バス利用客数はコロナ禍前の水準まで戻ってない

ものの回復傾向にあり、貸切バスの運賃改定効果などにより前年度に比べ

２億5,826万円の増（＋6.5％）となっている。

また、営業費用は50億1,550万円で、車両価格や軽油価格において物価高騰の影

響が顕著であり、減価償却費や人件費の増などにより、前年度に比べ２億6,227万

円の増（＋5.5％）となっている。

この結果、営業損益は８億389万円の損失となり、前年度に比べ401万円悪化し

ている。

営業損益の推移

(ｲ)  経常損益及び純損益

営業外収益は９億9,364万円で前年度に比べ1,446万円の減（△1.4％）となり、

営業外費用は1,397万円で前年度に比べ1,090万円の減（△43.8％）となったことか

ら、経常損益は１億7,578万円の黒字となったが、前年度に比べ757万円の減

（△4.1％）となっている。

純損益も１億6,917万円の黒字となり、この結果、未処理欠損金は前年度の３億

1,295万円から１億4,378万円に減少している。

経常損益の推移
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当年度未処理欠損金の推移

ウ 長崎県交通局経営計画について

平成30年３月に策定した「長崎県交通局経営計画」については、令和２年１月

以降のコロナ禍に伴う乗客減・減収に対応するため、令和２年12月に経営計画の

見直しを行い、長崎自動車株式会社（長崎バス）との共同経営方式による路線バ

スの効率化や投資の抑制、各種経費の節減に取り組むとともに企業債による資金

の補てんを行った。

令和５年３月には、コロナ禍後の経営の方向性を定めた後期５か年行動計画を

策定し、令和５年度から令和９年度までの間において、路線バス再編の既存の取

組のほか、営業所の見直しと資産活用の拡大、長崎県央バス株式会社の廃止・統

合、貸切バスの適正規模への見直しなどで総額9.3億円の収支改善を行うことに

より、５年間で5.6億円の黒字を見込み、この間に償還が必要な特別減収対策企

業債4.4億円を償還する内容となっている。

令和６年度においては、路線バスの再編とともに、遅延情報や接近情報を確認

できるバスロケーションシステム「県営バスナビ」の運用やスマートバス停の設

置などに取り組み、バス利用者の利便性向上を図った。

また、長崎県央バス株式会社を廃止し、令和６年４月に交通局へ統合し、職員

や車両の配置、事務の簡素化等による効率化を推進した。

   令和６年度計画と実績を比較（税込）すると、事業収入は計画を５億4,700万

円（＋10.6％）上回り、事業費用も４億2,800万円（＋8.5％）上回った。

   その結果、当年度の収支（税抜）については、計画（4,200万円の黒字）を

１億2,700万円上回る１億6,900万円の黒字となった。

   なお、計画と実績の対比は、別表５｢長崎県交通局経営計画と実績｣（27ペー

ジ）のとおり。
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エ 課題

交通事業においては、バス利用客数は回復傾向にあるが、コロナ禍前の水準まで戻

っておらず、今後人口減少等の影響が想定されている。バス運転士の確保については、

全国的な人材難と令和６年度からの労働規制強化により、多くの人員不足が生じてお

り、また、バス車両についても、コロナ禍に伴う投資抑制を続けてきたことから、更

新が必要とされており、そのための財源となる運賃収入の増を図ることを含めて、引

き続き、後期５か年行動計画に沿って、経営の改善に努めていく必要がある。
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(2) 長崎県流域下水道事業会計

ア 総括意見

流域下水道事業においては、旧多良見町を含む諫早市の一部及び大村市の一部に

またがる区域から排出される生活排水等の汚水処理を行う「大村湾南部流域下水道」

の運営を行っている。

「大村湾南部流域下水道」は、閉鎖性水域である大村湾の水質保全のため、県が

事業主体となり、終末処理場及び幹線管渠を整備しており、平成11年度末に一部供用

開始後、順次処理区域を拡大するとともに、平成29年度からは通常の汚水処理に加え、

窒素やリンも低減する高度処理化工事を進めており、令和６年度は水処理施設のうち

４系列目及び５系列目の高度処理化工事に係る設計を実施している。

令和６年度の経営成績は、総収益10億2,497万円、総費用８億4,076万円で、純損益

は１億8,421万円となっており、前年度に比べ240万円減少している。

主な要因は、減価償却費等の営業費用が2,533万円増加(＋3.2％)したことなどによ

るものである。

引き続き、令和４年12月に改定した「長崎県流域下水道事業経営戦略」（令和５～14

年度）に沿って、効率的な運営を行い、健全経営の維持に努める必要がある。

イ 経営成績

金 額 Ａ
対 営 業
収益比率

金 額 Ｂ
対 営 業
収益比率

  金　　額
 Ｃ＝Ａ－Ｂ

Ｃ／Ｂ

円 ％ 円 ％ 円 ％

① 593,813,649 100.0 586,036,340 100.0 7,777,309 1.3

② 820,867,539 138.2 795,536,296 135.7 25,331,243 3.2

営 業 損 益 ③ △ 227,053,890 △ 38.2 △ 209,499,956 △ 35.7 △ 17,553,934 △ 8.4

④ 431,153,499 72.6 416,978,451 71.2 14,175,048 3.4

⑤ 19,851,733 3.3 20,871,225 3.6 △ 1,019,492 △ 4.9

経 常 損 益 ⑥ 184,247,876 31.0 186,607,270 31.8 △ 2,359,394 △ 1.3

⑦ 0 0.0 1 0.0 △ 1 皆減

⑧ 36,700 0.0 0 0.0 36,700 皆増

純 損 益 ⑨ 184,211,176 31.0 186,607,271 31.8 △ 2,396,095 △ 1.3

1,024,967,148 172.6 1,003,014,792 171.2 21,952,356 2.2

840,755,972 141.6 816,407,521 139.3 24,348,451 3.0

662,079,927 - 513,006,121 - 149,073,806 29.1

846,291,103 - 699,613,392 - 146,677,711 21.0

※当会計は令和２年4月から地方公営企業法の財務規定を適用している。

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

営 業 費 用

　　　　　　年　度
　区　分

令 和 ６ 年 度

総費用　②＋⑤＋⑧

令 和 ５ 年 度 対 前 年 度 比 較

営 業 収 益

　　(⑥＋⑦－⑧)

総収益　①＋④＋⑦

　　　(①－②)

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

　　(③＋④－⑤)

特 別 利 益

特 別 損 失
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(ｱ) 営業損益

営業収益は５億9,381万円で、汚水量の増加に伴う関係市（諫早市及び大村市）

からの流域下水道事業維持管理負担金の増により、前年度に比べ778万円の増  

（＋1.3％）となっている。

また、営業費用は８億2,087万円で、減価償却費等の費用の増などにより､前年

度に比べ2,533万円の増（＋3.2％）となっている。

この結果､営業損益は２億2,705万円の損失となり、前年度に比べ1,755万円損失

が増加している。

営業損益の推移

(ｲ)  経常損益及び純損益

営業外収益は４億3,115万円で前年度に比べ1,418万円の増（＋3.4％）となり、

営業外費用は1,985万円で前年度に比べ102万円の減（△4.9％）となったことから、

経常損益は１億8,425万円の黒字となったが、前年度に比べ236万円の減（△1.3％）

となっている。

純損益も１億8,421万円の黒字となり、この結果、未処分利益剰余金は前年度の

６億9,961万円から８億4,629万円に増加しており、将来の償還財源に充てるため、

４億円を減債積立金として処分を予定している。

経常損益の推移            
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当年度未処分利益剰余金の推移

ウ 事業の進捗

大村湾南部流域下水道事業は、下水道法に基づき国へ届け出ている「事業計画」

等に基づき、終末処理場及び幹線管渠を整備しており、平成11年度末の一部供用開始

以降順次処理区域が拡大している。

令和４年度に「事業計画」の変更を行い、令和11年度まで計画期間を延伸してい

るが、令和６年度末の実績は、下水道処理人口普及率（当該年度の実際の人口に対す

る当該年度の処理人口の割合）が90.4％（令和11年度目標値：94.0％）、処理区域面

積が1,178.3ha（令和11年度目標値：1,578ha）、処理人口が42,531人（令和11年度目

標値：46,430人）となっている。

また、処理水質については、毎年実施している大村湾の水質調査の結果を基に、

高度処理化の検証を行っている。

※ 令和５年３月、「全体計画」及び「事業計画」において、計画区域等の見直し

を行い、事業期間の延伸を行っている。

  ・「全体計画」終期：令和12年度 → 令和22年度（10ヵ年延伸）

・「事業計画」終期：令和４年度 → 令和11年度（７ヵ年延伸）

エ 課題

令和６年度において、純損益は１億8,421万円で５年連続の黒字を計上しており、

財政状態についても、流動資産が流動負債を６億3,444万円上回り、資金収支不足は

発生しておらず、現時点において経営は安定している。

しかしながら、供用開始から25年を経過し、一部の施設に老朽化が見られるため、

令和５年11月に策定したストックマネジメント計画に基づき計画的な設備の更新を進

めながら、引き続き経営戦略に沿った効率的な運営を行い、健全経営の維持に努める

必要がある。
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